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資料 ２ 



・公衆衛生の観点からきわめて公益性が 
高い事業 

・地域独占的な事業 

 

水道事業は原則として市町村が経営する 

            （水道法 第６条第２項） 
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水道法 （第１条）   

 この法律は、水道の布設及び管理を適切か
つ合理的ならしめるとともに、水道を計画的に
整備し、及び水道事業を保護育成することに
よって、清浄にして豊富低廉な水の供給を図り、
公衆衛生の向上と生活環境の改善とに寄与す
ることを目的とする。 
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地方公営企業法 第３条 

 地方公営企業は、常に企業の経済性を
発揮するとともに、その本来の目的であ
る公共の福祉を増進するように運営され
なければならない。 

 

水道事業＝地方公営企業法を適用 
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① 日常生活に欠かすことのできないサービス 

  として安定的・継続的に供給する必要があ 

  り、利潤の有無に関係なく実施する必要が  

  ある事業である。 

② 施設の建設に巨額の資金を必要とし、その 

  投資資本の回収に長期間を要するために、  

  民間資本の進出が期待できない事業であ 

  る。 

5 



サービス提供の対価として受け
取った料金収入で事業を行う 

「独立採算制」を原則としており、
税金を投入していない 
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蓄積された利益は、組織のミッションのために 
再投資されなければならず、組織の所有者に 
分配されてはいけないという法則 
 
○利潤はなくてはならない（儲けて良い） 
○利潤がないと組織は存続できない 
○利潤は非利潤分配の法則にそった使い道を 
 すればよい 
 

     ★ゴーイング・コンサーンの考え方へ★ 
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組織（企業・会社）は、一度作られると半ば 

永久的に存続していくことがその社会的責任
であるという考え方 

組織の目的 

     利益をあげること   ○ 

     社会貢献すること   ○ 

     存続していくこと    ◎ 

何より継続して経営していかなければならない 
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会計上、収支がプラスになる必要がある 

 

支出＜収入⇒○    

支出＝収入⇒△ 

支出＞収入⇒× 

 

 

⇒収益があることは必要 
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＜水道事業をめぐる状況＞ 
・給水人口・料金収入の減少（カネ） 
・水道施設の老朽化問題（モノ） 
・若い職員への技術継承の問題（ヒト） 
 

⇒経営資源の三重苦 
 ・・・現状を打破するためにより一層の 
   経営努力が必要 
   キーポイント：経営効率化手法導入 
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元来は企業で使われていたものであるが、 

公的機関・NPOなどでもその効果が注目されて 

導入されているもの 

    ↓   ↓   ↓ 

PDCAサイクル      SPD 

BSC                    シックスシグマ 

ベンチマーク         SWOT 
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非常に一般的な手法 

 

「経営者として位置づけられる 

水道事業経営者は、経営管理 

の基本であるマネジメント 

サイクルに基づく経営管理を 

行う責務がある」 

 
 出典 マンガでやさしくわかる事業戦略（山邉圭介） 
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Supply Processing &Distribution 
 

 

物流管理を中央化・外注化することで 

効率化を図る物流管理手法 
 

＊半田市立半田病院 
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    A部門      
                        発注 

                        業 

    B部門 

                        社 

      

    C部門           納品 

                

            ☆その都度処理をするのでコストがかかる 
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    A部門  オーダー    ＳＰＤセンター 
 

     

    B部門         発注        納品  

             搬送   

              

    C部門            業者 

      

              ☆一括管理でロスが少ない 
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Balanced Score-Card 
 

財務指標以外の評価も加えた業績評価手法 
 

財務指標中心（従来）の業績管理手法の欠点を補う 

評価システム 

★公益的な財やサービスを取り扱うNPOに向いている 

    ⇒水道事業にも… 
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①財務（収益がプラスであるかどうか） 

②顧客（顧客満足度は高いか） 

③業務プロセス 

 （適切なプロセス、技術が用いられているか） 

④従業員（学習と成長の機会はあるか） 

 

⇒多面的な評価によりタスクを明確化し、 

 組織の成長力・競争力を強化する 
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100万回のうち３，４回のエラーやミス、欠陥品の発
生確率での品質管理を実践しようとする手法 

 

＊マツダ病院 

専任のリーダーがメンバーを指定し、トップダウンでとり
行う 

例：紹介率20％達成プロジェクト 

改善策⇒患者啓蒙パンフの作成・配布、部長医師によ
る開業医訪問、従業員教育 
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他社と比べることで、自社の劣性の要因
を究明し、改善策をたてる手法 

 

＊横浜労災病院 

日立総合病院（入院単価が高い）や 

国保旭中央病院（CT稼働件数が多い）に出向き、 

その優位さを自院と比較し分析 

 CTの例：自院は直前キャンセルが多いと判明 

       改善策⇒予備患者をスタンバイさせる 
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企業の戦略立案を行う際に使われる分析手法 

 

組織の外的環境に潜む機会（O=opportunities）、
脅威（T=threats）を検討・考慮したうえで、その組織
が持つ強み（S=strength）と弱み（W=weaknesses）
を確認・評価すること 

 

＊淀川キリスト教病院（その他医療機関） 
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                                            出典 水道事業経営の基本（石井晴夫他） 
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・広域化 

・官民連携 
 

２つのワードが近年の全国的な水道事業の潮
流である 
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府域一水道 
 

おおさか水道ビジョンより 

「中長期的に経営の一体化、事業統合を行い、府域一
水道をめざす」 

 

＜一般的に考えられる統合のメリット＞ 
 ・サービス向上 
 ・給水安定性の向上 
 ・規模の経済による事業費の低減 
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府域一水道 

・大阪府及び 

大阪広域水道企業団は 

「府域一水道」を目指し、 

広域連携の取組や 

事業統合を推進しています。 

・右図のとおり、 

３団体と既に事業統合し、 

次は７団体との統合が 

進められています。 
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厚生労働省が平成25年3月に公表した「新水道ビ
ジョン」において、水道を取り巻く厳しい社会環境など
を踏まえ、健全かつ安定的な事業運営の持続のため
の重点的な実現方策の一つとして、「官民連携の推
進」を掲げている 
 
 

★水道事業に民間の資金や技術を 
 活用しようとする動き 
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水道事業における民間活用に係る６つの連携形態 

   １．個別委託（従来型委託） 

   ２．第三者委託 

   ３．DBO（Design Build Operate） 

   ４．PFI（Private Finance Initiative） 

   ５．公設民営化（コンセッション） 

   ６．完全民営化 
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出典：「水道事業における官民連携に関する手引き（厚生労働省、H26.3）」をもとに作成 27 



出典：「水道事業における官民連携に関する手引き（厚生労働省、H26.3）」をもとに作成 28 



出典：「水道事業における官民連携に関する手引き（厚生労働省、H26.3）」をもとに作成 29 



 

★イギリス：９割が民営水道会社 

○経営効率化、サービス向上 

×水道料金の値上げ、水質低下 

 

★フランス：7割が民営水道会社 

 もともと公営であったものが民営化されたものの、 

 料金値上げの結果、企業への批判が高まり再公営化 

 されることとなった（2009年） 
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・ヨーロッパでは民営化が進んでいるといえる 

・前例として、そのメリット・デメリットを熟考する必要が 

 ある 

・再び公営化される事例があることを考えると、安易に 

 民営化の道を選ぶべきではない。 

           ⇒公営で行う意義 

 

 日本の実状にあった形での官民連携を 

 模索していくべきである 
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これまでの議論をふまえ、吹田市水道部は今
後どのような方策をとることが望ましいのだろう
か。また、どのような経営形態がふさわしいの
だろうか。 

 

★何を重視し優先するのか 

★そのために何をすればよいのか 
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意見交換・質疑応答 
 

 

 

 

 

              ご静聴誠にありがとうございました 
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